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平成平成平成平成25252525年度 公益財団法人沖縄県農業振興公社事業計画年度 公益財団法人沖縄県農業振興公社事業計画年度 公益財団法人沖縄県農業振興公社事業計画年度 公益財団法人沖縄県農業振興公社事業計画

ⅠⅠⅠⅠ 事業計画事業計画事業計画事業計画のののの基本方針基本方針基本方針基本方針

本県の農業は、亜熱帯の地域特性を生かした生産性の高い農業の確立を目

指して、沖縄振興計画に基づき、生産基盤の整備をはじめ各種施策が総合的に

展開されているところであります。

しかし、農業・農村を取り巻く環境は、農業従事者の高齢化や後継者の確保難、

作付面積の減少、国際化の進展等に伴う産地間競争の激化など依然として厳し

い状況にあります。特に農業に多大な影響を及ぼすＴＰＰ参加問題については、

関係団体等と連携して参加反対に向けた国民的な運動に対応していく必要があ

ります。

県においては、耕作放棄地の解消と担い手への農地の利用集積を加速化す

るため、「農業経営基盤強化促進法」による「沖縄県農業経営基盤強化の促進に

関する基本方針」に基づき、効率的かつ安定的な農業経営の育成目標に沿った

施策が実施されております。

当公社においても、県行政の施策代行機関として同基本方針で定める育成目

標の達成に向けて、公社事業の推進を通じ担い手への農地の利用集積、農業

生産の組織化・法人化を支援していきます。

事業推進に当たっては、農地利用集積円滑化団体等との連携を強化し、一般

事業も活用しながら、担い手農業者等への農地集積を図っていきます。

また、新規就農者等に対する就農相談から研修、資金貸付、農地の確保まで

の一連の支援体制を強化することで、就農定着に向けた、より効率的な農業後継

者の育成を推進します。

農業構造改善に関する事業については、沖縄県酪農・肉用牛生産近代化計

画目標の達成に向けて、低コストかつ安定的な畜産物供給体制を確立するため、

畜産担い手育成総合整備事業とこれに伴う不発弾事前探査事業を実施します。
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Ⅱ　事業実施計画の総括表

　１　農地保有合理化促進事業（担い手支援タイプ）等

区分 件数 面積(ha)
金額(原価)

(千円)
備考

買入 23 30.0 155,120 新規分

売渡 23 30.0 158,222 24年度買入分含

借入 35 35.0 17,538

貸付 35 35.0 1,462
単年度徴収分の
一部

借入 4 0.7

貸付 2 0.7 15

借入 6 3.3 208

貸付 11 3.3 208

借入 10 4.0 208

貸付 13 4.0 223

買入 14 1.4 26,168 新規分

売渡 14 1.4 26,953

借入 15 7.0 2,314 新規分

貸付 15 7.0 289
単年度徴収分の
一部

事業名

(１) 農地保有合理化促
進事業（担い手支援タイ
プ）

売 買 事 業

賃貸借事業

賃
貸
借
事
業

合計

売 買 事 業

賃貸借事業

(３) 農地保有合理化一
般事業

継続分（新規な
し） 一括払済

一般タイプ
（一括前払い）

一般タイプ
（毎年払い）

(２) 農地保有合理化促
進事業
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  ２  ２  ２  ２　　　　農業構造改善農業構造改善農業構造改善農業構造改善にににに関関関関するするするする事業事業事業事業

 

   （   （   （   （１１１１）　）　）　）　畜産担畜産担畜産担畜産担いいいい手育成総合整備事業手育成総合整備事業手育成総合整備事業手育成総合整備事業

工 期
（年度）

総事業費
（千円）

事業費
（千円）

草地造成
面積(ha）

関連施設

25～28 690,816 177,446 19.20 一式

21～25 703,187 151,548 5.80 一式

21～25 － 96,831 5.05 一式

20～24 1,506,607 307,117 7.58 一式

４地区 2,900,610 732,942 37.63

   （   （   （   （２２２２）　）　）　）　不発弾等事前探査事業不発弾等事前探査事業不発弾等事前探査事業不発弾等事前探査事業

事業量

探査一式

地  　区  　名

宮 古 第 三 地 区 （ 継 続 ）

や い ま 地 区 （ 新 規 ）

合　　　　　　計

北部第二地区（平成２４年度繰越）

宮古第三地区（平成２４年度繰越）

地　　区　　名

やいま地区

合計

事　業　費　（千円） 探査面積（ｈａ）

16,500

16,500

11.80

11.80
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３　農業後継者育成確保対策事業

　　（１） 農業後継者育成確保対策事業（運用益事業）

①　新規就農促進事業

②　農業大学校農業研修事業

③　青年農業者資質向上対策事業

④　青年農業者等組織活動促進事業

４　沖縄県青年農業者等育成センタ－事業

     （１）青年農業者就農支援事業（県単補助事業）

① 就農相談活動

② 就農支援資金貸付促進事業

③ 就農啓発活動

④ 現地就農アドバイザー研修事業

　　（２）就農支援資金貸付事業

① 就農研修資金

② 就農準備資金 

５　沖縄県新規就農一貫支援事業　

     （１）沖縄県農地データバンク活用事業

 

　

６　青年就農給付金事業（準備型）業務受託事業　
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Ⅲ 事業計画の概要

１ 農地保有合理化促進事業（担い手支援タイプ）等

（１）農地保有合理化促進事業（担い手支援タイプ）（継続事業）

規模縮小農家等から農用地等を買入れ又は借入し、当公社の有する農地の中
間保有・再配分機能等を効果的に活かし、担い手農家に売渡又は貸付けること
を通じて農業経営の規模拡大、農用地の集団化等を促進するために、次に掲げ
る売買・賃貸借事業を実施します。

ア 売 買 事 業
農地移動適正化あっせん事業及び利用権設定等促進事業等を活用し、

次のとおり農用地等の売買を行います。

買 入(新規) ２３件 ３０.０ha １５５,１２０千円
売 渡(新規＋継続) ２３件 ３０.０ha １５８,２２２千円

イ 賃 貸 借 事 業
農地移動適正化あっせん事業及び利用権設定等促進事業等を活用し、

次のとおり農用地等の貸借を行います。

借 入（新規） ３５件 ３５.０ha １７,５３８千円
貸 付（新規） ３５件 ３５.０ha １，４６２千円

（２）農地保有合理化促進事業（継続）

規模縮小農家等から農用地等を借入し、当公社の有する農地の再配分機能等
を効果的に活かし、規模拡大農家等に貸付けることを通じて農業経営の規模拡
大、農用地の集団化等を促進するために、次に掲げる貸借事業を実施します。

ア 賃 貸 借 事 業
農地移動適正化あっせん事業及び利用権設定等促進事業等を活用し、

次のとおり農用地等の貸借を行います。

（ア）一括前払い
継続借入 ４件 ０.７ha
継続貸付 ２件 ０.７ha １５千円

（イ）毎年払い
継続借入 ６件 ３.３ha ２０８千円
継続貸付 １１件 ３.３ha ２０８千円

（３）一般事業（継続）

新規就農者支援及び耕作放棄地解消の観点等から、担い手支援農地保有合理
化事業の事業要件を満たせない案件等について、公社機能を生かした売買・賃
貸借事業を行います。

ア 売 買 事 業

買 入(新規) １４件 １.４ha ２６,１６８千円
売 渡(新規＋継続) １４件 １.４ha ２６,９５３千円

イ 賃 貸 借 事 業

借 入（新規） １５件 ７.０ha ２,３１４千円
貸 付（新規） １５件 ７.０ha ２８９千円
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２２２２ 農業構造改善農業構造改善農業構造改善農業構造改善にににに関関関関するするするする事業事業事業事業

（１） 畜産担い手育成総合整備事業

低コストかつ安定的な畜産物供給体制を確立するため、農地の集積等を通

じて飼料基盤に立脚した効率的な経営体の育成を図り、地域の活性化を推進

します。

ア 新規地区 やいま地区

事 業 量 草地造成 １９．２０ha その他関連施設

事 業 費 １７７，４４６ 千円

イ 継続地区 宮古第三地区

事 業 量 草地造成 ５．８０ha その他関連施設

事 業 費 １５１，５４８ 千円

ウ 繰越地区 宮古第三地区

事 業 量 草地造成 ５．０５ha その他関連施設

事 業 費 ９６，８３１ 千円

エ 繰越地区 北部第二地区

事 業 量 草地造成 ７．５８ha その他関連施設

事 業 費 ３０７，１１７ 千円

（２）不発弾等事前探査事業

畜産担い手育成総合整備事業等の造成工事に先だち、不発弾の探査を行い

ます。

ア 事業地区 やいま地区

事 業 量 探査一式

事 業 費 １６，５００千円

探査面積 １１．８０ha
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３　農業後継者育成確保対策事業
（１）　農業後継者育成確保対策事業（運用益事業）

事　　業　　名

①①①①　　　　新規就農促進事業新規就農促進事業新規就農促進事業新規就農促進事業

ア 研修生受入事業

イ 農業後継者育成施設研修支援事業

ウ 新規就農研修事業

②②②②　　　　農業大学校農業研修事業農業大学校農業研修事業農業大学校農業研修事業農業大学校農業研修事業

　　ア 農業大学校生国内研修事業

　　イ 農業大学校生派遣実習受入事業

③③③③　　　　青年農業者資質向上対策事業青年農業者資質向上対策事業青年農業者資質向上対策事業青年農業者資質向上対策事業

　　ア 海外農業体験研修事業

　　イ 農業経営・技術習得事業

　

　　ウ 青年農業者交流事業

　　エ プロジェクトほ場設置事業

内　　　　　　容

　青年農業者等が、農業経営の課題を自ら解決するプロジェクト活動を
実施することに要する経費の一部を助成。（10万×５団体）

　地区青年クラブ組織、女性農業経営者組織等を対象に、農業・農村
の視察や農産物の収穫体験、また研修会等、異業種に携わる者等との
交流会を開催するために必要な経費の一部を助成。（５万×５団体）

　青年農業者が生産から販売までの過程を通じ、安定した農業経営を
目指して、新生産技術、経営診断技術、マーケティング等の研修を行う
経費の一部を助成。（５万×２人）

　（社）国際農業者交流協会が実施する海外派遣研修に合格した者
で、認定農業者として帰国後も就農する者の研修に係る経費の一部を
助成。（２５万円×１人）

　農業大学校で実施される農家派遣実習において、学生を受け入れた
農家等に対し実習にかかる経費の一部を助成する。（4万円　× 30人）

　指導農業士等が新規就農者の研修を受入れるのに必要な経費の一
部を助成。
（３万×12ヶ月・人）

　県、市町村又は農業団体、農業生産法人が実施する農業後継者育
成施設等の研修生に対する助成については、青年給付金事業の対象
となっていることから、平成２４年度同様に運用益事業では実施しない。

　市町村長等が推薦する40歳未満の新規就農希望で、農家・研修機関
等において研修をする場合、月額２万円を限度額として助成。
（２万×12ヶ月・人）

　農業大学校で実施する離島先進地農家での研修を行う農大生に対
し、航空運賃及び宿泊費、船賃にかかった費用の3分の１を助成。
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事　　業　　名

④④④④　　　　青年農業者等組織活動促進事業青年農業者等組織活動促進事業青年農業者等組織活動促進事業青年農業者等組織活動促進事業

　　ア 農業青年ｸﾗﾌﾞ組織活動事業

　　イ 農業士会組織活動事業

　　ウ 農でｸﾞｯｼﾞｮﾌﾞ推進会議活動事業

　　エ 農協青壮年部組織活動事業

　　オ 沖縄県学校農業クラブ連盟活動事業

　　カ 女性農業経営者等組織活動事業

　　キ 離島青年農業クラブ組織活動事業

４　沖縄県青年農業者等育成センタ－事業

     （１）青年農業者就農支援事業（県単補助事業）

事　　業　　名 内　　　容 実施主体

　①　就農相談活動
・沖縄県新規就農相談センター業
務 沖縄県青年農業者等

育成センタ－

　②　就農支援資金貸付促進事業
・就農支援資金貸付金に関する債
権管理研修

・沖縄県農業協同組合への就農支
援資金事務委託

　③　就農啓発活動
・全国青年農業者会議への費用弁
償

・新規就農者支援情報提供

　④　現地就農アドバイザー研修事業
・沖縄県指導農業士等連絡協議会
への委託

内　　　　　　容

　県学校農業クラブ連盟大会開催に必要な経費の一部を助成。

　農協青壮年部(中央段階)の組織活動に必要な経費の一部を助成。
（ＪＡ青壮年部、花き農協青年部）

　地域における農業後継者育成確保体制整備の促進に必要な経費の
一部を助成。
５組織×10万円
（北部、中部、南部、宮古、八重山）

　農業士等で組織する団体に対し組織活動を強化するための一部を助
成。
県連×30万円　　５組織×10万円
（北部、中部、南部、宮古、八重山）

　青年農業者で組織する団体に対して、その活動を強化するために必
要な経費の一部を助成。
県連×35万円　　５組織×25万円
（北部、中部、南部、宮古、八重山）

　離島青年農業者で組織する団体に対して、その活動を強化するため
に必要な経費の一部を助成。
（各離島（宮古島、石垣島及び橋で繋がった島を除く））

　県及び各地区農山漁村女性団体に対しその活動を強化するための
一部を助成。
県組織×５万円　　５組織×５万円
（北部、中部、南部、宮古、八重山）
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　　（２）就農支援資金貸付事業（特別会計）

内　　　容  備　　　考 

① 就農研修資金 ・研修教育施設研修（農大生等）

貸付限度額： １ヶ月５万円

・農家研修（国内・海外）

貸付限度額： １ヶ月15万円

② 就農準備資金 貸付限度額： 200万円

　　　　　　　（１回限り）

５　沖縄県新規就農一貫支援事業　

事　業　名 内　　　　　容 事業主体

（1）沖縄県農地
データバンク活
用事業

県
農業開発公社等

  

６　青年就農給付金事業（準備型）業務受託事業

新規参入者等が就農先の調
査、住居の移転、資格取得
等、就農に当たっての準備を
行うために必要な経費である

貸付対象者

・他産業転職中高年齢者 

農業大学校、民間研修教育
施設、国内外の先進農家等に
おいて技術・経営を習得する
ための実践的な研修 教育を
受けるのに必要な経

資金の種類

・他産業転職中高年齢者

・新規就農予定者

・新規就農予定者

・農業大学校生等

　青年の就農意欲を喚
起するため、就農前の研
修期間（2年以内）の所
得を確保する給付金を
給付する事業（準備型）
の業務の一部を受託す
る。

　県農業大学校等の農業経営者育成
教育機関、先進農家・先進農業法人
で研修を受ける場合、原則として45歳
未満で就農する者に対し、研修期間
中について、年間150万円を最長２年
間給付

（返還対象）
・ 適切な研修を行っていない場合
・ 研修終了後１年以内に就農しなか
　った場合
・ 給付期間の1.5倍（最低2年）以上
　就農を継続しない場合

　各地区（北部地区・中部地区・南部地区・宮古地
区・八重山地区）に農地調整員を配置して、県内

全域の農地情報を収集するとともに、「沖縄県農地
データバンク」を設置し、農地情報の一元管理・活

用することで農地の流動化を促進させる。

 

内　　　容  給　付　要　件 備　　　考
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ⅣⅣⅣⅣ　　　　事 業 実 施 計 画 事 業 実 施 計 画 事 業 実 施 計 画 事 業 実 施 計 画 の の の の 内 訳内 訳内 訳内 訳

１１１１　　　　農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業（（（（担担担担いいいい手支援手支援手支援手支援タイプタイプタイプタイプ））））事業等計画事業等計画事業等計画事業等計画

（（（（１１１１））））農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業（（（（担担担担いいいい手支援手支援手支援手支援タイプタイプタイプタイプ））））

　ア　売買事業計画

買   入
用地費

買入原価 金利
買入・管理

手数料
計

25 23 30.0 155,120 - - 1,551 1,551
(23) (30.0)
23 30.0 - 155,120 3,102 158,222

（　）書きは買入対応の値

　イ　貸借事業計画

借入 貸付 賃借料
管理

手数料
計

25 新規 35 35 35.0 17,538 1,462 175 1,637

継続 124 75 53.5 － 2,523 55 2,578

新規＋継続 159 110 88.5 17,538 3,985 230 4,215

返還・解約

25 新規 － －

継続 28 60 43.6 3,258 3,258 3,258

新規＋継続 28 60 43.6 3,258 3,258 3,258

返還・解約

25 新規 35 35 35.0 17,538 1,462 175 1,637

継続 152 135 97.1 3,258 5,781 55 5,836

新規＋継続 187 170 132.1 20,796 7,243 230 7,473

返還・解約

( 単位:件、ha、千円 )

( 単位:件、ha、千円 )

年
度
計
画

年
度
計
画

買       入

事業量

区分

件数

事業費

年
度
計
画

一
括
前
払
分

年
払
分

合
　
　
計

年
度
計
画

区分

売渡解約

一時貸付

売       渡

件数 面積
売渡用地費

面積
農　地
賃借料

賃借料徴収額
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（（（（2222））））農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業農地保有合理化促進事業

　ア　貸借事業計画 ( 単位:件、ha、千円 )

借入 貸付 賃借料
管理

手数料
計

25 4 2 0.7 0 15 0 15

0 0 0.0 0 0 0 0

25 6 11 3.3 208 208 0 208

3 4 1.9 0 0 0 0

25 10 13 4.0 208 223 0 223

3 4 1.9 0 0 0 0

（（（（３３３３））））一般事業一般事業一般事業一般事業

　ア　売買事業計画

売渡用地費

金利
買入・管理

手数料
計

25 14 1.4 - 261 261

(14) (1.4)

14 1.4 0 785 26,953

（　）書きは買入対応の値

　イ　賃借事業計画 （単位：件、ｈａ、千円）

25 15 15 289 58 347

1 1 48 － 48

16 16 337 58 395

区分

継      続

年
払
分

合
計

一
般
タ
イ
プ

年
度
計
画

年
度
計
画

年
度
計
画

一
括
前
払
分

返還・解約

面積
賃借料徴収額

農　地
賃借料

件数

区分
件数 面積

買入原価

買   入
用地費

事業量 事業費

買    入
年
度
計
画

売    渡

売渡解約

一時貸付

継      続

返還・解約

継      続

返還・解約

( 単位:件、ha、千円 )

26,168

-

-

26,168

管理
手数料

計

賃借料徴収額

年
度
計
画

2,314

賃借料
農地賃借料区分

件数

借入 貸付
面積

－

2,314

新規 7.0

1.6

8.6

継続

新規＋継続

返還・解約
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   （１） 畜産担い手育成総合整備事業計画

   　　総　　括　　表

国　庫 県　費 計

直接工事費 一式 676,174 450,782 148,013 598,795 77,379

工事雑費 一式 11,033 0 9,506 9,506 1,527

一般管理費 一式 29,543 0 25,654 25,654 3,889

小　　計 716,750 450,782 183,173 633,955 82,795

附帯事務費 一式 16,192 0 13,265 13,265 2,927

総　　計 732,942 450,782 196,438 647,220 85,722

備　考

 ２ ２ ２ ２.  .  .  .  農業構造改善農業構造改善農業構造改善農業構造改善にににに関関関関するするするする事業事業事業事業

区　　分 事業量

単位：千円

事　業　費　の　内　訳

 事 業 費 補 助 金 内 訳
受益者
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   （１） 畜産担い手育成総合整備事業計画

   　　総　　括　　表

国　庫 県　費 計

直接工事費 一式 676,174 450,782 148,013 598,795 77,379

 工 事 雑 費 一式 11,033 0 9,506 9,506 1,527

一般管理費 一式 29,543 0 25,654 25,654 3,889

小　　計 716,750 450,782 183,173 633,955 82,795

附帯事務費 一式 16,192 0 13,265 13,265 2,927

総　　計 732,942 450,782 196,438 647,220 85,722

平成25年度

国　庫 県　費 計

直接工事費 一式 298,293 198,861 62,621 261,482 36,811

 工 事 雑費 一式 5,192 0 4,326 4,326 866

一般管理費 一式 18,188 0 15,597 15,597 2,591

小　　計 321,673 198,861 82,544 281,405 40,268

附帯事務費 一式 7,321 0 6,612 6,612 709

総　　計 328,994 198,861 89,156 288,017 40,977

平成24年度繰越

国　庫 県　費 計

直接工事費 一式 377,881 251,921 85,392 337,313 40,568

 工 事 雑費 一式 5,841 0 5,180 5,180 661

一般管理費 一式 11,355 0 10,057 10,057 1,298

小　　計 395,077 251,921 100,629 352,550 42,527

附帯事務費 一式 8,871 0 6,653 6,653 2,218

総　　計 403,948 251,921 107,282 359,203 44,745

農業構造改善農業構造改善農業構造改善農業構造改善にににに関関関関するするするする事業事業事業事業（（（（補助資料補助資料補助資料補助資料））））

区　　分 事業量

単位：千円

事　業　費　の　内　訳

 事 業 費 補 助 金 内 訳
受益者

備　考

単位：千円

区　　分 事業量  事 業 費

事　業　費　の　内　訳

備　考補 助 金 内 訳
受益者

単位：千円

区　　分 事業量  事 業 費

事　業　費　の　内　訳

備　考補 助 金 内 訳
受益者
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 　地　区　別　明　細

　ア　やいま地区　　　（平成25年度）

国　　庫 県　　費 計

直接工事費 一式 161,792 107,861 36,283 144,144 17,648

工 事 雑 費 〃 3,302 0 2,751 2,751 551

一般管理費 〃 11,557 0 9,630 9,630 1,927

合　　計 176,651 107,861 48,664 156,525 20,126

附帯事務費 〃 795 0 596 596 199

総　　計 177,446 107,861 49,260 157,121 20,325

 イ　宮古第三地区　　（平成25年度）

国　　庫 県　　費 計

直接工事費 一式 136,501 91,000 26,338 117,338 19,163

工 事 雑 費 〃 1,890 0 1,575 1,575 315

一般管理費 〃 6,631 0 5,967 5,967 664

合　　計 145,022 91,000 33,880 124,880 20,142

附帯事務費 〃 6,526 0 6,016 6,016 510

総　　計 151,548 91,000 39,896 130,896 20,652

 ウ　宮古第三地区 （平成24年度繰越）

国　　庫 県　　費 計

直接工事費 一式 90,908 60,606 15,890 76,496 14,412

工 事 雑 費 〃 1,149 0 957 957 192

一般管理費 〃 2,475 0 2,065 2,065 410

合　　計 94,532 60,606 18,912 79,518 15,014

附帯事務費 〃 2,299 0 1,724 1,724 575

総　　計 96,831 60,606 20,636 81,242 15,589

　　　　単位：千円

区　　分 備　考補　　助　　金　　内　　訳
受 益 者

事業量
本 年 度
事 業 費

事　　業　　の　　内　　訳

　　　　単位：千円

　　　　単位：千円

備　考
事　　業　　の　　内　　訳

補　　助　　金　　内　　訳
受 益 者

備　考補　　助　　金　　内　　訳
受 益 者

事　　業　　の　　内　　訳

区　　分 事業量
本 年 度
事 業 費

区　　分 事業量
本 年 度
事 業 費

14



 エ　北部第二地区 （平成24年度繰越）

国　　庫 県　　費 計

直接工事費 一式 286,973 191,315 69,502 260,817 26,156

工 事 雑 費 〃 4,692 0 4,223 4,223 469

一般管理費 〃 8,880 0 7,992 7,992 888

合　　計 300,545 191,315 81,717 273,032 27,513

附帯事務費 〃 6,572 0 4,929 4,929 1,643

総　　計 307,117 191,315 86,646 277,961 29,156

　（２）　不発弾等事前探査事業計画

　　　　単位：ｈａ、千円

事業量 備　考

探査一式

探　査　面　積

11.80

11.80

　　　　単位：千円

備　考
事　　業　　の　　内　　訳

受　託　費

16,500

16,500

やいま地区

合　計

補　　助　　金　　内　　訳
受 益 者

地　区　名

区　　分 事業量
本 年 度
事 業 費
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単位：千円

３　農業後継者育成確保対策事業 10,820

　　（１） 農業後継者育成確保対策事業（運用益事業） 10,820

①　新規就農促進事業 4,420

②　農業大学校農業研修事業 1,350

③　青年農業者資質向上対策事業 1,100

④　青年農業者等組織活動促進事業 3,950

４　沖縄県青年農業者等育成センタ－事業 8,800

     （１）青年農業者就農支援事業（県単補助事業） 5,000

① 就農相談活動 4,190

② 就農支援資金貸付促進事業 452

③ 就農啓発活動 158

④ 現地就農アドバイザー研修事業 200

　　（２）就農支援資金貸付事業 3,800

① 就農研修資金 1,800

② 就農準備資金 2,000

５　沖縄県新規就農一貫支援事業　 40,112

     （１）沖縄県農地データバンク活用事業 40,112

  

　

６　青年就農給付金事業（準備型）業務受託事業　 6,626
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収 支 予 算 書収 支 予 算 書収 支 予 算 書収 支 予 算 書

正 味 財 産 増 減 予 算 書

正味財産増減予算書内訳表
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(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 390,000

基本財産受取利息 390,000

特定資産運用益 15,260,000

強化基金受取利息 468,000

強化基金引当有価証券受取利息 2,438,000

退職給付引当預金受取利息 53,000

貸倒引当預金受取利息 1,000

賃借料減額引当預金受取利息 1,000

後継者基金引当資産受取利息 211,000

後継者基金引当有価証券受取利息 12,088,000

事業収益 282,430,000

農地保有合理化促進事業収益 195,079,000

畜産担い手育成総合整備事業収益 87,351,000

受取補助金等 731,962,000

16,000,000

40,112,000

1,000

647,220,000

不発弾磁気探査事業補助金 16,500,000

7,129,000

5,000,000

受託事業収益 6,626,000

6,626,000

引当金戻入額 16,720,000

建設事業貸倒引当金戻入額 10,650,000

合理化事業貸倒引当金戻入額 6,070,000

雑収益 126,000

受取利息 125,000

雑収益 1,000

経常収益計 1,053,514,000

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

予算額科     目

青年農業者就農支援事業補助金

青年就農給付金事業受託収益

平成25年度　正味財産増減予算書

農地保有合理化事業業務費補助金

畜産担い手育成総合整備事業補助金

農業後継者育成確保対策事業補助金

沖縄型レンタル農場設置事業補助金

沖縄県農地データバンク活用事業補助金
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(単位：円）

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

予算額科     目

平成25年度　正味財産増減予算書

（２）経常費用

事業費 1,055,326,114

用地売渡原価 181,288,000

賃借料原価 7,803,000

貸倒引当金繰入額 16,720,000

直接工事費 676,174,000

不発弾磁気探査事業費 16,500,000

新規就農促進事業費 4,420,000

1,350,000

1,100,000

3,950,000

5,000,000

6,626,000

支払利息 2,316,000

役員報酬 1,890,000

給料手当 22,794,225

臨時雇賃金 48,093,560

法定福利費 13,917,096

福利厚生費 81,900

賞与引当金繰入額 2,871,900

退職給付費用 942,300

会議費 110,000

旅費交通費 15,364,504

通信運搬費 1,215,783

消耗工具器具備品費 900

消耗品費 8,946,162

修繕費 675,000

印刷製本費 50,000

燃料費 2,433,375

光熱水料費 1,166,400

賃借料 8,131,509

保険料 64,674

青年就農給付金事業受託事業費

青年農業者就農支援事業費

青年農業者等組織活動事業費

青年農業者資質向上対策事業費

農業大学校農業研修事業費
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(単位：円）

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

予算額科     目

平成25年度　正味財産増減予算書

諸謝金 289,000

租税公課 803,826

支払負担金 865,000

支払寄付金 1,000

雑費 1,371,000

管理費 6,800,886

役員報酬 510,000

給料手当 1,480,775

法定福利費 1,546,344

賞与引当金繰入額 319,100

退職給付費用 104,700

福利厚生費 9,100

会議費 20,000

旅費交通費 70,000

通信運搬費 135,087

消耗器具備品費 100

消耗品費 994,018

修繕費 75,000

燃料費 270,375

光熱水料費 129,600

賃借料 903,501

保険料 7,186

租税公課 10,000

支払負担金　 100,000

支払利息 65,000

雑費 51,000

経常費用計 1,062,127,000

当期経常増減額 △ 8,613,000
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(単位：円）

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

予算額科     目

平成25年度　正味財産増減予算書

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

強化基金受取補助金 170,000,000

経常外収益計 170,000,000

（２）経常外費用

強化基金返還額 170,000,000

経常外費用計 170,000,000

当期経常外増減額 0

当期一般正味財産増減額 △ 8,613,000

一般正味財産期首残高 13,049,105

一般正味財産期末残高 4,436,105

Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 △ 170,000,000

当期指定正味財産増減額 △ 170,000,000

指定正味財産期首残高 1,322,795,000

指定正味財産期末残高 1,152,795,000

Ⅲ　正味財産期末残高 1,157,231,105
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(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 328,770 61,230 0 390,000

基本財産受取利息 328,770 61,230 390,000

特定資産運用益 15,257,350 2,650 0 15,260,000

強化基金受取利息 468,000 0 468,000

強化基金引当有価証券受取利息 2,438,000 0 2,438,000

退職給付引当預金受取利息 50,350 2,650 53,000

貸倒引当預金受取利息 1,000 0 1,000

賃借料減額引当預金受取利息 1,000 0 1,000

後継者基金引当資産受取利息 211,000 0 211,000

後継者基金引当有価証券受取利息 12,088,000 0 12,088,000

事業収益 276,443,000 5,987,000 0 282,430,000

農地保有合理化促進事業収益 189,092,000 5,987,000 195,079,000

畜産担い手育成総合整備事業収益 87,351,000 0 87,351,000

受取補助金等 731,962,000 0 0 731,962,000

16,000,000 0 16,000,000

40,112,000 0 40,112,000

1,000 0 1,000

647,220,000 0 647,220,000

不発弾磁気探査事業補助金 16,500,000 0 16,500,000

7,129,000 0 7,129,000

5,000,000 0 5,000,000

受託事業収益 6,626,000 0 6,626,000

6,626,000 0 6,626,000

引当金戻入額 16,720,000 0 0 16,720,000

建設事業貸倒引当金戻入額 10,650,000 0 10,650,000

合理化事業貸倒引当金戻入額 6,070,000 0 6,070,000

雑収益 6,000 120,000 0 126,000

受取利息 5,000 120,000 125,000

雑収益 1,000 0 1,000

経常収益計 1,047,343,120 6,170,880 0 1,053,514,000

平成25年度　正味財産増減予算書内訳表

農地保有合理化事業業務費補助金

畜産担い手育成総合整備事業補助金

農業後継者育成確保対策事業補助金

沖縄型レンタル農場設置事業補助金

沖縄県農地データバンク活用事業補助金

公益目的事業
会　　　計

青年農業者就農支援事業補助金

青年就農給付金事業受託収益

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

法人会計 内部取引消去 合　　計科     目
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(単位：円）

平成25年度　正味財産増減予算書内訳表

公益目的事業
会　　　計

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

法人会計 内部取引消去 合　　計科     目

（２）経常費用

事業費 1,055,326,114 0 1,055,326,114

用地売渡原価 181,288,000 181,288,000

賃借料原価 7,803,000 7,803,000

貸倒引当金繰入額 16,720,000 16,720,000

直接工事費 676,174,000 676,174,000

不発弾磁気探査事業費 16,500,000 16,500,000

新規就農促進事業費 4,420,000 4,420,000

1,350,000 1,350,000

1,100,000 1,100,000

3,950,000 3,950,000

5,000,000 5,000,000

6,626,000 6,626,000

支払利息 2,316,000 2,316,000

役員報酬 1,890,000 1,890,000

給料手当 22,794,225 22,794,225

臨時雇賃金 48,093,560 48,093,560

法定福利費 13,917,096 13,917,096

福利厚生費 81,900 81,900

賞与引当金繰入額 2,871,900 2,871,900

退職給付費用 942,300 942,300

会議費 110,000 110,000

旅費交通費 15,364,504 15,364,504

通信運搬費 1,215,783 1,215,783

消耗工具器具備品費 900 900

消耗品費 8,946,162 8,946,162

修繕費 675,000 675,000

印刷製本費 50,000 50,000

燃料費 2,433,375 2,433,375

光熱水料費 1,166,400 1,166,400

賃借料 8,131,509 8,131,509

保険料 64,674 64,674

青年農業者資質向上対策事業費

農業大学校農業研修事業費

青年就農給付金事業受託事業費

青年農業者就農支援事業費

青年農業者等組織活動事業費
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(単位：円）

平成25年度　正味財産増減予算書内訳表

公益目的事業
会　　　計

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

法人会計 内部取引消去 合　　計科     目

諸謝金 289,000 289,000

租税公課 803,826 803,826

支払負担金 865,000 865,000

支払寄付金 1,000 1,000

雑費 1,371,000 1,371,000

管理費 6,800,886 0 6,800,886

役員報酬 510,000 510,000

給料手当 1,480,775 1,480,775

法定福利費 1,546,344 1,546,344

賞与引当金繰入額 319,100 319,100

退職給付費用 104,700 104,700

福利厚生費 9,100 9,100

会議費 20,000 20,000

旅費交通費 70,000 70,000

通信運搬費 135,087 135,087

消耗器具備品費 100 100

消耗品費 994,018 994,018

修繕費 75,000 75,000

燃料費 270,375 270,375

光熱水料費 129,600 129,600

賃借料 903,501 903,501

保険料 7,186 7,186

租税公課 10,000 10,000

支払負担金　 100,000 100,000

支払利息 65,000 65,000

雑費 51,000 51,000

経常費用計 1,055,326,114 6,800,886 0 1,062,127,000

当期経常増減額 △ 7,982,994 △ 630,006 0 △ 8,613,000
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(単位：円）

平成25年度　正味財産増減予算書内訳表

公益目的事業
会　　　計

平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

法人会計 内部取引消去 合　　計科     目

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

強化基金受取補助金 170,000,000 0 170,000,000

経常外収益計 170,000,000 0 0 170,000,000

（２）経常外費用

強化基金返還額 170,000,000 0 170,000,000

経常外費用計 170,000,000 0 0 170,000,000

当期経常外増減額 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 7,982,994 △ 630,006 0 △ 8,613,000

一般正味財産期首残高 593,010 12,456,095 13,049,105

一般正味財産期末残高 △ 7,389,984 11,826,089 0 4,436,105

Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 △ 170,000,000 0 △ 170,000,000

当期指定正味財産増減額 △ 170,000,000 0 0 △ 170,000,000

指定正味財産期首残高 1,317,795,000 5,000,000 1,322,795,000

指定正味財産期末残高 1,147,795,000 5,000,000 0 1,152,795,000

Ⅲ　正味財産期末残高 1,140,405,016 16,826,089 0 1,157,231,105
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